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1 はじめに

地球温暖化による対流圏の気温上昇は、熱帯
の対流圏上部と北半球高緯度の対流圏下部で特
に大きいことが知られている (Solomon, et al.,
2007)。従って、中緯度の南北温度傾度は対流圏
上部で増加、北半球の対流圏下部で減少する傾
向がある。このことから、中緯度の傾圧不安定波
動の活動 (i.e. ストームトラック活動)は、少な
くとも南半球で活発化することが期待される。し
かし、多数の気候モデルの温暖化予測を比較した
Yin (2005)の結果からは、全球平均したストー
ムトラック活動のエネルギーはモデルアンサンブ
ル平均としては増加傾向であるが、予測のモデル
依存性が大きいことが分かる。モデルに依存しな
い結果として、温暖化によるストームトラックの
極向きシフトが知られているが、これも前述の南
北温度差の変化から類推することは困難である。
そこで本研究では、地球温暖化時の下部境界の
変化を模した SST上昇を「水惑星条件」の大気
大循環モデル (AGCM)に与えることで、温暖化
実験におけるストームトラック活動変化の解釈を
試みた。現実的な温暖化実験では様々な要因を考
慮する必要があり、ストームトラック活動が変化
する物理的解釈を得るのが難しい。水惑星実験で
は停滞性超長波の存在を無視できるなど、物理的
な理解が容易になることが期待される。

2 実験設定

AGCM は気象研究所と気象庁で共同開発さ
れた MJ98 (Shibata, et al., 1999; Yukimoto,
et al., 2006)を用いた。水平解像度は T63(緯度
経度 1.875◦格子相当)、鉛直層は 0.01hPaまで 45
層が設定されている。
数値実験は、下部境界に地形がなく地表面が
全て海で覆われた「水惑星条件」の下で行った。
図 1に実験のイメージを示す。はじめに「基準実
験」を行った (図 1左)。次に、基準実験の SST
分布を高緯度のみ 3 K上昇させる「高緯度+3実
験」を行った (図 1右上)。基準実験に比べて高緯

度+3実験では、対流圏下部における極・赤道間
の温度差が小さくなることが期待できる。この実
験は、地球温暖化による気温上昇が高緯度の対流
圏下部で大きいことに対応している。さらに、基
準実験の SST分布全体を一様に 3 K上昇させる
「全体+3実験」を行った (図 1右下)。この実験で
は対流圏全体で気温上昇が起きるが、特に熱帯対
流圏上部で気温上昇が大きいことが期待できる。
従って、対流圏上部における極・赤道間の温度差
を大きくすることができると考えた。以上のよう
な非一様・一様な SST上昇を与えることで、ス
トームトラック活動にとって重要な南北温度傾度
の変化を、対流圏下部・上部で別々に変化させる
ことができると考えた。
基準実験の SST分布は、水惑星実験の相互比

較のために Neale and Hoskins (2000)が提唱し
たQobs SSTを用いた。Qobs SSTは現実の東西
平均 SSTを簡単な式で近似したものである。本
研究で用いた SST分布は以下のように表される
(単位は̊ C)。
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SST (ϕ) = δ + γ
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ここで ϕは緯度であり、γ は高緯度の SST上
昇、δ は全球の SST一様上昇を与えるためのパ
ラメータである。基準実験の SST分布では (δ =
0, γ = 0)を与えたが、これは上述のQobs SSTと
等価である。高緯度+3実験、全体+3実験のSST
分布はそれぞれ、(δ = 0, γ = 3)、(δ = 3, γ = 0)
として作成した。このようにして作成した SST
分布が図 2である。簡単のため、東西一様、南北
対称の SST分布を用いた。

SST 以外の条件は全ての実験で同一とする。
CO2 濃度は全球一様に 348 ppmvとし、O3 は
東西一様・南北対称の分布を与えた。Neale and
Hoskins (2000)に従い、初期条件は現実条件で計
算した AGCMの出力を地中に外挿して用いた。
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図 1: 実験のイメージ。左図は基準実験における大気と
海洋を表す。横軸は緯度。基準実験のSSTに対して、（右
上）高緯度の SSTのみを上昇させた実験、（右下）SST
全体を上昇させた実験、を表現。赤シェードは温度上昇
を意味するが、大気に関しては極・赤道間の温度差が変
化すると期待される領域のみにシェードをつけた。

図 2: 大気モデルに与える SSTの緯度分
布 [̊ C]。黒：基準実験、青：高緯度+3実
験、赤：全体+3実験。

スピンアップ期間を 1年おいた後、10年間積分を
行って解析に用いた。積分期間中、太陽放射条件
は 3月 20日 (おおよそ春分)に固定した。以後、
北半球と南半球を平均した図を示していく。
解析手法は等温位面上における質量重み付き
帯状平均MIM (Mass-weighted Isentropic zonal
Mean; Iwasaki, 1989; Iwasaki, 2001) を用い
た。この手法は変形オイラー平均 (Andrews and
McIntyre, 1976)とよく似た手法であるが、下部
境界を適切に扱うことができるため保存性が良
いという特徴がある。本研究では、波動活動の指
標として波動エネルギー W (渦運動エネルギー
KE と渦有効位置エネルギー AE の和) を用い
る。エネルギーを指標とする大きな理由は、保
存量であるため収支解析ができるからである。な
お、MIMの解析プログラムは現在 http://wind.
geophys.tohoku.ac.jp/mim/で公開中である。

3 結果

3.1 基本場

気温や東西風といった基本場は、傾圧不安定波
動の活動にとって重要な要素である。図 3は東西
平均した気温と東西風である。基準実験の対流圏
では、気温が熱帯で高く高緯度で低いことを反映
して、中緯度で南北温度傾度が大きい。温度風の

関係から、中緯度の対流圏上部に西風ジェットが
現れる。このような水惑星における対流圏の基本
的構造は、NCEP/NCAR再解析データ (Kalnay,
et al., 1996)と定性的に一致する。但し、水惑星
では西風ジェットが強すぎるなど、再解析との定
量的な違いも見られる。次に基準実験の成層圏で
は、赤道と極に気温の極小が見られ、中高緯度で
西風となっている。つまり、水惑星の成層圏は現
実大気の冬極と定性的に一致する。

高緯度+3実験では、高緯度の対流圏下部を中
心に気温が上昇する。これに対応して、中緯度の
対流圏下部・中部において南北温度傾度、および
西風の鉛直シアが減少する。従って、対流圏全体
で西風ジェットが弱化する。また、西風ジェット
がやや赤道側へシフトする様子も確認できる。

全体+3実験では、対流圏全体で気温上昇が起
きる。特に熱帯対流圏上部で気温上昇が大きく、
その大きさは 7.4 Kに達する。これは積雲対流
による凝結加熱の活発化が原因である。従って中
緯度の対流圏上部において南北温度傾度が拡大、
鉛直シアが増大し、対流圏上部・成層圏を中心に
西風ジェットが強化する。さらに、対流圏の西風
ジェットが高緯度側へシフトする様子も確認でき
る。なお、熱帯対流圏上部における気温上昇の極
大は、熱帯対流圏下部・中部における安定度の増
大も意味している。成層圏では、亜熱帯の成層圏
下部から中高緯度の成層圏中部にかけて、気温上



図 3: 帯状平均した (上)気温 [K]、(下)東西風 [m s−1]。(a)(d)基準実験、(b)(e)高緯度+3実験の変
化、(c)(f)全体+3実験の変化。(e)(f)の緑色の等値線は基準実験の東西風。

昇の峰が見られる。これは、平均子午面循環がこ
の領域で下降偏差となっていることと対応してい
る (図省略)。

3.2 波動活動

本研究では波動活動の指標として、波動エネル
ギーを用いる。図 4は渦運動エネルギー KE の
緯度気圧断面である。1月の時間フィルタをかけ
ることで、KEのほとんどが非定常成分であるこ
とを確認済みである。基準実験の KE は、傾圧
不安定波動の活動を反映して中緯度の対流圏上
部に極大をもつ。KEが大きな領域は亜熱帯から
中高緯度、対流圏から成層圏下部まで広がってい
る。NCEP/NCAR再解析と比較すると、水惑星
の KE の分布はやや赤道側に偏っているととも
に、南北方向の広がりが小さいという特徴があ
る。図 5は鉛直積算したKE、渦有効位置エネル
ギーAE、W である。基準実験では、KE、AEと
もに中緯度に極大を持つが、AEの方がやや高緯
度寄りである。また、KEに比べてAEの大きさ
は半分程度である。
高緯度+3実験では、中緯度の波動活動は 1割
程度弱化する。これは対流圏の全域で見られる変

化である。波動活動が活発な領域の位置はほとん
ど変化しない。
全体+3実験では、全球平均したW はあまり

変化しない。1.4 %の増加が見られるものの、高
緯度+3実験に比べると変化は非常に小さい。よ
り目立った変化として、波動活動の高緯度側・上
方へのシフトが確認できる。この変化は現実的な
温暖化実験におけるストームトラック活動の変化
(Yin, 2005)とよく対応している。以上のような
全体+3実験の変化は、南北温度傾度を考えるだ
けでは説明できない。そこで、次にエネルギー収
支を見ていく。

3.3 エネルギー収支

図 6は全球平均した大気のエネルギーサイク
ルである。南北加熱差によって生成される基本
場の有効位置エネルギー AZ は、平均子午面循
環を介して基本場の運動エネルギー KZ へと変
換される。KZ は一部が摩擦で散逸し、残りが
W (= KE + AE)に変換される。KZ からW へ
の変換は (1)KZ → AE、(2)KZ → KE(正味では
KE → KZ)、という二つの経路があり、それぞ
れ傾圧過程、順圧過程に対応している。傾圧過程



図 4: 渦運動エネルギーKE [m2 s−2]。(a)基準実験、(b)高緯度+3実験の変化、(c)全体+3実験の変
化。(b)(c)の緑色の等値線は基準実験のKE。

図 5: 鉛直積算した各エネルギー [105 J m−1]。上から順に、渦運動エネルギーKE、渦有効位置エネ
ルギーAE、波動エネルギーW = KE + AE。実線は、(左)基準実験、(中央)高緯度+3実験の変化、
(右)全体+3実験の変化、但し全球平均値への寄与を見るため cos ϕが掛けられている。中央と右の
シェードはコントロールランの分布を 1/10に圧縮して表示したもの。左上の値は実線の全球平均値。

図 6: 全球平均した大気のエネルギーサイクル。左から順に、基準実験、高緯度+3実験、全体+3実
験の生の値。ボックスは各エネルギー [105 J m−2]、矢印はエネルギー変換率 [W m−2]。括弧内は残
差で求めた値。



は鉛直 EPフラックスと東西風の鉛直シアの積、
順圧過程は南北EPフラックスと東西風の水平シ
アの積におおよそ比例する。W は非断熱加熱に
よっても生成され、摩擦によって散逸する。
高緯度+3実験では、非断熱加熱による波動生
成以外、全てのエネルギー・エネルギー変換率
が減少する。つまり、エネルギーサイクルは減速
する。
全体+3実験では、基本場のエネルギーは増加
するものの、KZ からW へ向かう正味の変換率
はむしろ減少している。一方、非断熱加熱による
波動エネルギー生成は、気温上昇などを反映して
増加する。
図 7は波動エネルギー生成率の緯度分布であ
る。基準実験では、傾圧過程と非断熱加熱の寄与
によって中高緯度で波動エネルギーが生成され
る。一方、順圧過程は亜熱帯で波動エネルギーを
減少させる。KE の移流項はあまり寄与しない。
全体+3実験に注目すると、傾圧過程は波動エ
ネルギーを高緯度側で増加、低緯度側で減少させ
る傾向がある。すなわち、波動エネルギーを高緯
度側へシフトさせる効果がある。高緯度側では非
断熱加熱による波動エネルギー生成も増加して
いるが、傾圧過程よりも寄与は小さい (但し全球
平均としての寄与は大きい)。一方、順圧過程は
低緯度側で波動エネルギーを減少させる。
傾圧過程は、鉛直EPフラックスと東西風の鉛
直シアの積におおよそ比例する。傾圧過程に注目
して、変化に対するそれぞれの寄与を分離したの
が図 8である。この図から、全体+3実験におけ
る傾圧過程による波動エネルギー生成率の高緯
度シフトは、高緯度側では主に鉛直シア、低緯度
側では鉛直EPフラックスが担っていることが分
かる。なお、順圧過程についても東西風の水平シ
ア、南北EPフラックス、その他に寄与を分離し
た。東西風の水平シアで全体の変化を半分程度を
説明できるが、他の要素の寄与も大きく、傾圧過
程ほど明瞭な結果は得られなかった。

4 まとめと考察

水惑星AGCMに地球温暖化を模した二通りの
SST上昇を与えることで、波動活動の変化を調べ
た。高緯度の SSTのみを上昇させる「高緯度+3

実験」では、中緯度の対流圏下部において南北温
度傾度が弱まり、波動活動は衰退した。SSTを一
様に上昇させる「全体+3実験」では、中緯度の
対流圏上部において南北温度傾度が強まったが、
全球平均した波動エネルギーはあまり変化しな
かった。また、波動活動域が高緯度側・上方へシ
フトする傾向が見られた。

これらの結果は、中緯度の移動性波動にとっ
て、対流圏上部より対流圏下部の南北温度傾度の
方が重要であることを表している。これは過去の
研究 (e.g. Hoskins and Valdes, 1990)と調和的
である。

全体+3実験で見られたように、対流圏上部の
傾圧性の強化も波動活動の位置に影響しそうで
ある。傾圧過程による波動エネルギー生成率の変
化を寄与分離した結果、高緯度側では主に東西風
の鉛直シア (南北温度傾度)が波動エネルギーを
増加させ、低緯度側では上向きEPフラックスの
衰退が波動エネルギーを減少させることが分かっ
た。上向きEPフラックスの減少は、低緯度にお
ける安定度の増加が関連していると考えている。
なお、高緯度側では非断熱加熱も波動エネルギー
の強化に寄与している。

以上の結果によって、ストームトラックの極向
きシフトなど、現実的な温暖化実験の結果をあ
る程度説明できると考えている。しかし、高緯
度の対流圏下部で気温上昇が大きな北半球冬季
において、ストームトラックのエネルギーがやや
強まる傾向である (Yin, 2005)ことは説明できな
い。一つの可能な説明として、地球温暖化による
停滞性超長波の衰退 (e.g. Joseph, et al., 2004;
Kodama, et al., 2007)との関連が考えられる。再
解析データを用いた研究によると、北半球冬季に
おける停滞性超長波と移動性波動の年々変動は逆
相関の関係にあることが分かっている (本研究集
会の長谷川他の発表を参照)。このような年々変
動との類推から、地球温暖化による停滞性超長波
の衰退がストームトラック活動の全体的な活発化
に寄与した可能性を考えている。

また、SSTフロント (SST勾配が局所的に大
きな領域)がストームトラック活動に及ぼす影響
が最近注目されている (Nakamura, et al., 2008)
が、本研究ではこの役割を議論していない。地球
温暖化における SSTフロントの役割は、今後の



図 7: 波動エネルギー生成率の緯度分布。上から順に、非断熱加熱、傾圧過程、順圧過程、KE の移流
による寄与。実線は、(左)基準実験、(中央)高緯度+3実験の変化、(右)全体+3実験の変化、但し全
球平均値への寄与を見るため cos ϕが掛けられている。中央と右のシェードはコントロールランの分
布を 1/10に圧縮して表示したもの。左上の値は全球平均値。

図 8: 傾圧過程による波動エネルギー生成率の変化に対する各項の寄与。上から順に、東西風の鉛直
シア、鉛直 EPフラックス (形状抵抗)、その他の寄与。左図は高緯度+3実験、右図は全体+3実験。
図の見方は図 7と同じ。



重要な研究課題である。
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